
国土交通省行政事業レビュー「中間とりまとめ」

平成２２年６月３０日
国 土 交 通 省

１．行政事業レビューへの取組状況について

（１）公開プロセスの実施

・平成２２年６月３日（木）から８日（火）にかけて、気象庁講堂におい
て公開プロセスを実施

・公開プロセスは、一般傍聴を可能としたほか、カメラを設置し、審議の
様子をインターネット上で公開

・公開プロセスをより効果的なものとするため、以下の取組を実施

①対象事業の選定
・対象事業は、政務二役・外部有識者の意見を踏まえて予算監視・効

率化チームのチームリーダーが選定

②外部性・透明性の確保
・公開プロセス対象事業のレビューシートについては実施前に公表

し、国民から意見を募集
・公開プロセスにおいてより深い議論をいただけるよう、対象事業ご

とに外部有識者の担当をあらかじめ決定し、事前に、予算執行の現
場の視察を含む事業内容等の精査を実施

③効果的な事業への改善等
・無駄の排除とあわせ、同じ予算でもより効果的な事業に改善する観

点から公開プロセスを行い、その結果を今後の事業施行や予算要求
等に着実に反映

・公開プロセスに、外部有識者の確実な参加をいただけるよう、チー
ムリーダーのもと、事業内容にも識見のある外部有識者をさらに選
任

・公開の場で、外部有識者等を交えて事業の点検を行うことにより、事業
の実態をより分かりやすく国民に示すとともに、無駄の排除とあわせ、
同じ予算でもより国民生活に資する効果的な事業に改善する余地がない
かについて検証

・公開プロセスの取組を通じて、各事業における予算の支出先や使途等の
実態をより詳細に把握することができたほか、より効率的・効果的な予
算執行に向けた取組に関する職員の意識が向上



（２）公開プロセス対象外の事業に係る作業の進捗状況

・国土交通省行政事業レビュー行動計画に従い、公開プロセスの対象とな
らなかった残り約５１０事業についても、本来の事業目的に合致してい
るか、真に効率的・効果的な支出となっているか等、事業所管部局にお
いて自己点検を行いつつ、レビューシートを作成中

・上記事業に係る予算の最終的な支出先や使途等については、必要に応じ
て、地方整備局等を通じて予算執行の現場への徹底した調査・ヒアリン
グを行い、その結果を本省で確認すること等により、実態把握を実施中

２．今後の行政事業レビューへの取組方針について

（１）公開プロセス対象外の事業に係る行政事業レビュー

・事業所管部局が自己点検結果を踏まえ作成した公開プロセス対象外の事
業に係るレビューシートについては、今後、チームの下に設置された
行政事業レビューワーキングチームが確認を行うとともに、概ね７月
上旬までに公表し、概ね７月中旬まで国民からの意見募集を実施予定

・公開プロセスを通じて、以下のような見直しの観点が明らかになったこ
とから、事業所管部局の自己点検に当たっては、これらの点も踏まえ、
事業の見直しを実施

・国が実施すべき必要性
・事業効果の検証
・より実効性のある事業手法の検討
・優先度の精査・事業の重点化
・事業実施の効率化
・補助金交付の効率化
・重複の排除等

・行政事業レビューの実効性を確保するため、チームリーダーのリーダー
シップの下で、外部有識者を活用しながら多数の事業の点検を効率的に
実施

（２）平成２３年度予算概算要求への反映

・行政事業レビューの結果は、平成２３年度予算の概算要求に着実に反映
するだけでなく、今年度の事業執行においても、できる限り反映

・上記についての実効性を確保するため、行政事業レビューワーキングチ
ームは、平成２３年度の概算要求への反映状況について審議を行い、そ
の結果を公表する予定

３．公開プロセスの結果について

公開プロセスの結果については、別紙のとおり



（別紙）

シート
番号

所管部局
公開プロセス

の結論
主な理由・コメント

1
鉄道局

鉄道業務政策課
事業の廃止

○政策目的は重要であるが、ｴｺﾓ財団経由の補助制度を
廃止し、他のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化補助制度との統合等予算執行の
効率化を実施。

2
住宅局

住宅生産課
事業の廃止

○ただし、政策目的についてはご理解頂いているので、や
り方を改善して行う。

3
道路局

国道・防災課
抜本的改善

○公益法人の一社応札の多さや総合評価方式の改善、維
持管理については類型化をしながら地域の事情に応じて決
定する等。

4
港湾局
計画課

技術企画課
抜本的改善

○長寿命化の対象港湾の更なる絞り込みと、これまでの調
査に係る効果を十分に検証すべき。

5
国土計画局

広域地方計画課
事業の廃止 ○改めてゼロベースで検討。

6
総合政策局
交通計画課

一旦廃止
○ただし、政策目的はご理解頂いたので、政策目的を達成
するため、交通基本法の検討の中でより効果的な支援策に
見直し。

地域公共交通活性化・再生総合事業

行政事業レビュー・公開プロセスの結果について

事業名

鉄道駅移動円滑化施設整備事業

港湾施設長寿命化計画費

地域木造住宅市場活性化推進事業

道路事業（直轄・維持管理）

広域地方計画推進のための連携支援等



シート
番号

所管部局
公開プロセス

の結論
主な理由・コメント事業名

7
河川局砂防部
砂防計画課
保全課

一部改善
○事業評価の充実、早期発見・早期対応によるコストダウ
ン、立地抑制等の強化、契約の競争性向上を進めるべき。

8
観光庁

国際交流推進課
抜本的改善

○これまでの事業の効果検証を徹底するとともに、予算の
使途やJNTOとの役割分担を早急に見直すべき。

9
住宅局

市街地建築課
市街地住宅整備室

抜本的改善
○住宅の価値を上げる取組と連携した支援や自治体の事
務負担の軽減によるスピードアップ、優先順位をつけた取
組を進めるべき。

10
気象庁

地震火山部
火山課

抜本的改善
○大学等他機関との連携・情報共有化、調達方式の改善
等による予算の効率化、計画的な整備の実施等を図るべ
き。

11
海事局
総務課

抜本的改善
○民間企業や大学との役割分担を明確化した上で、事業
の重複の排除、共同研究、競争的資金の活用、自己収入
の拡大等を図るべき。

12
総合政策局

建設市場整備課
一旦廃止

○経営改善・経営効率化の施策は必要であり、中小企業支
援や自治体の施策との整理を行った上で、より実効性のあ
る施策を再検討。

火山観測

ビジット・ジャパン・アップグレード・プロジェクト

地すべり対策事業

住宅・建築物安全ストック形成事業

建設市場の整備の推進

（独）海上技術安全研究所運営費交付金



シート
番号

所管部局
公開プロセス

の結論
主な理由・コメント事業名

13
都市・地域整備局
都市・地域安全課

抜本的改善
○事業選択について自治体の自由度が高まるよう改善。特
殊地下壕対策は事業の全体像と優先順位を明確化。宅地
耐震化は制度の抜本見直し。

14
自動車交通局

総務課
抜本的改善

○特別会計の収支、利用率等の状況も踏まえつつ、真に必
要なものに限って整備を行うべき。今後、事務所等の集約・
統合化の可否についても検討。

15

都市・地域整備局
公園緑地・景観課
景観・歴史文化環

境整備室

一旦廃止
○国が行う必要性、国が行うに相応しい戦略的な目標や優
先順位の設定といった観点から、ゼロベースで事業自体の
あり方を考え直す。

16
海上保安庁
装備技術部
船舶課

一部改善
○調達方式の見直し等により、整備コストの縮減を図るとと
もに、海上保安業務における必要性も勘案しつつ、可能な
限り、整備計画の重点化を推進。

17
航空局
空港部
計画課

抜本的改善
○地方の自助努力や空港運営の透明性を促すための更な
る取組みを行うとともに、地方空港に対する補助の考え方
を整理すべき。

18
土地・水資源局
国土調査課

抜本的改善
○取引円滑化等の効果が高い都市部を優先する。取引等
の機会をとらえた取組みにより効率化ができないか検討。

一般空港等整備事業（補助）

地籍調査

巡視船艇の整備に関する経費

都市防災関連事業

自動車検査登録事務所等の施設の整備

景観・歴史的環境形成総合支援事業


